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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　日射遮蔽用アンチモン錫酸化物微粒子であって、
　当該日射遮蔽用アンチモン錫酸化物微粒子は、５０℃以下の錫化合物溶液に、アンチモ
ン化合物アルコール溶液とアルカリ水溶液とを並行滴下して、共沈物を生成させ、並行滴
下終了後、該共沈物を含む水溶液を５０℃以下にして攪拌を行い、その後、該共沈物を収
集しデカンテ－ションを行い洗浄、乾燥し、乾燥後の共沈物を大気雰囲気下にて、焼成し
て得られる物であり、
　前記微粒子を構成する結晶子の径が４～１２５ｎｍであり、かつ前記微粒子の比表面積
が５～１１０ｍ２/ｇであり、前記アンチモン錫酸化物微粒子を含む粉体のＬ*ａ*ｂ*表色
系による粉体色のＬ*が４５～６５、ａ*が－５～－１、ｂ*が－１１～－１であることを
特徴とする日射遮蔽用アンチモン錫酸化物微粒子。
【請求項２】
　請求項１に記載の日射遮蔽用アンチモン錫酸化物微粒子を溶媒中に分散した日射遮蔽体
形成用分散液であって、
　前記日射遮蔽用アンチモン錫酸化物微粒子の前記溶媒中における分散粒子径が、１３０
ｎｍ以下であることを特徴とする日射遮蔽体形成用分散液。
【請求項３】
　請求項２に記載の日射遮蔽体形成用分散液であって、
　バインダーとして、無機バインダーおよび／または樹脂バインダーを含有することを特
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徴とする日射遮蔽体形成用分散液。
【請求項４】
　請求項２または３に記載の日射遮蔽体形成用分散液を用いて形成されたことを特徴とす
る日射遮蔽体。
【請求項５】
　請求項４に記載の日射遮蔽体に、珪素の酸化物、ジルコニウムの酸化物、チタンの酸化
物、もしくはアルミニウムの酸化物の膜が成膜されていることを特徴とする日射遮蔽体。
【請求項６】
　請求項４または５に記載の日射遮蔽体であって、
可視光透過率７０％以上のときの波長域３００～２１００ｎｍにおける日射透過率が６０
％未満で、かつヘイズ値が１％未満であることを特徴とする日射遮蔽体。
【請求項７】
　請求項４から６のいずれかに記載の日射遮蔽体が形成されていることを特徴とする日射
遮蔽用透明基材。

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は車両、ビル、事務所、一般住宅などの窓、電話ボックス、ショーウィンドー、照
明用ランプ、透明ケースなどに使用される日射遮蔽機能を有するガラス、プラスチックス
、その他の日射遮蔽機能を必要とする透明基材上、あるいはこれらに練り込まれて形成さ
れる日射遮蔽体、この日射遮蔽体を形成するための日射遮蔽体形成用分散液、およびこれ
らの原料であるアンチモン錫酸化物微粒子に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、太陽光や電球光などの外部光源よりの光から熱成分を除去・減少する方法として、
ガラスなどの透明基材の表面に、熱効果に大きく寄与する赤外線を反射する材料を含有す
る膜を成膜して熱線反射透明基材とし、この熱線反射透明基材を用いることが行われてい
た。そして前記材料にはＦｅＯｘ、ＣｏＯｘ、ＣｒＯｘ、ＴｉＯｘなどの金属酸化物やＡ
ｇ、Ａｕ、Ｃｕ、Ｎｉ、Ａｌなどの自由電子を多量にもつ金属材料が用いられてきた。
【０００３】
しかし、これらの材料では熱効果に大きく寄与する赤外線以外に、可視光も同時に反射も
しくは吸収する性質があるため、可視光透過率が低下する問題があった。ところが、建材
、乗り物、電話ボックスなどの窓材に用いられるガラスなどの透明基材は、可視光領域に
おける高い透過率が必要とされることから、前記材料を使用する場合は、その膜厚を非常
に薄くしなければならない。従って、前記材料を透明基材上に成膜するときはスプレー焼
付けやＣＶＤ法、あるいはスパッタ法や真空蒸着法などの物理成膜法を用いて１０ｎｍレ
ベルの薄膜に成膜して用いられることが通常行われてきた。
【０００４】
しかし、これらの成膜方法は、いずれも大がかりな装置や真空設備を必要とし、生産性や
大面積化に問題があり、膜の製造コストが高いといった欠点がある。また、前記材料で日
射遮蔽特性（波長域３００～２１００ｎｍの光を遮蔽する特性）を高くしようとすると、
可視光領域の反射率も同時に高くなってしまう傾向があり、鏡のようなギラギラした外観
を与えて美観を損ねてしまう。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
このような上記問題点を改善するためには、高い可視光透過率と、高い日射遮蔽率を発揮
する日射遮蔽体を透明基材上あるいは基材中に形成する必要がある。さらに、例えば窓材
等に用いられる日射遮蔽体には、上述した光学的特性、電気的特性以外にも、膜の曇りが
少ない等の性質が求められる。そしてこの膜の曇りはヘイズ値という数値で評価される。
ヘイズ値は、全透過率に対する拡散透過光の割合として定義され、この値が高いと人間の
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目には曇って見える。従って、透明性を要求される窓材などでは１％未満の低へイズが望
まれている。
【０００６】
ここで、可視光透過機能と日射遮蔽機能とを有する材料の一つとしてはアンチモン錫酸化
物（以下、ＡＴＯと略す）が知られている。しかし、優れた可視光透過機能と日射遮蔽機
能とを発揮するＡＴＯの物理物性については、これまで検討されたことがなく、例えば、
特許文献１、特許文献２，特許文献３，特許文献４の各公報に記載されたＡＴＯは、いず
れも導電性に関するものである。
【０００７】
【特許文献１】
特許第２８４４０１１号公報
【特許文献２】
特開平１１－２７８８２６号公報
【特許文献３】
特開平６－１８３７０８号公報
【特許文献４】
特開平５－２４６７１０号公報
【０００８】
そこで、本発明は透明基材上に形成あるいは基材に練り込んで板状、シート状、フィルム
状などに成形した際、高い可視光透過率と、低い日射透過率を有しながら、ヘイズ値が低
いという光学特性を有する日射遮蔽体を形成できるＡＴＯの物理特性を明らかにし、この
物理特性を備えるＡＴＯ微粒子と、当該ＡＴＯ微粒子を含有し、簡便な塗布法や練り混み
法で日射遮蔽体を形成できる日射遮蔽体形成用分散液と、この物理特性を備えるＡＴＯを
含有する日射遮蔽体とを提供することを目的とする。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
上記目的を達成するために、本発明者らは、透明基材上に形成あるいは基材に練り込んで
板状、シート状、フィルム状などに成形した際、高い可視光透過率と低い日射透過率とを
有しながら、ヘイズ値が低いという光学特性を有する日射遮蔽体を形成できるＡＴＯが満
たすべき要件を検討した。
【００１０】
まず、日射遮蔽体に含まれているＡＴＯ微粒子は、入射光との干渉効果、粉体粒子の電子
状態に起因する光の吸収・放出効果、などを介在して入射してくる可視光や赤外光と相互
作用を行い、透過、吸収、反射などの光学現象を起こすこと。さらに、ＡＴＯ微粒子のよ
うな複合酸化物微粒子は、その製造の際の条件により、微粒子の表面状態や電子状態にお
いて様々な物理特性を有する微粒子が調製され得ること。これらの着想に基づき、様々な
物理特性を有するＡＴＯ微粒子と日射遮蔽機能との関係について研究を行った。
【００１１】
その結果、ＡＴＯの微粒子が特定の範囲の結晶子径を有し、かつ特定の範囲の比表面積を
有するという物理特性を満たすとき、このＡＴＯ微粒子を含有する日射遮蔽体は可視光領
域に透過率の極大を持つとともに、可視光領域に近い近赤外域に強いプラズマ吸収を発現
して透過率の極小を持ち、かつヘイズ値が極めて低くなるという現象を見出し本発明を完
成したものである。
【００１３】
　すなわち、第１の発明は、
　日射遮蔽用アンチモン錫酸化物微粒子であって、
　当該日射遮蔽用アンチモン錫酸化物微粒子は、５０℃以下の錫化合物溶液に、アンチモ
ン化合物アルコール溶液とアルカリ水溶液とを並行滴下して、共沈物を生成させ、並行滴
下終了後、該共沈物を含む水溶液を５０℃以下にして攪拌を行い、その後、該共沈物を収
集しデカンテ－ションを行い洗浄、乾燥し、乾燥後の共沈物を大気雰囲気下にて、焼成し
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て得られる物であり、
　前記微粒子を構成する結晶子の径が４～１２５ｎｍであり、かつ前記微粒子の比表面積
が５～１１０ｍ２/ｇであり、前記アンチモン錫酸化物微粒子を含む粉体のＬ*ａ*ｂ*表色
系による粉体色のＬ*が４５～６５、ａ*が－５～－１、ｂ*が－１１～－１であることを
特徴とする日射遮蔽用アンチモン錫酸化物微粒子である。
　この粉体色を有する日射遮蔽用アンチモン錫酸化物微粒子を、適宜な方法で透明基材上
あるいは基材中に形成させることで、高い可視光透過率と、低い日射透過率を有しながら
、ヘイズ値が低いという光学特性を有する日射遮蔽体を形成することができる。
【００１４】
　第２の発明は、第１の発明に記載の日射遮蔽用アンチモン錫酸化物微粒子を溶媒中に分
散した日射遮蔽体形成用分散液であって、
　前記日射遮蔽用アンチモン錫酸化物微粒子の前記溶媒中における分散粒子径が、１３０
ｎｍ以下であることを特徴とする日射遮蔽体形成用分散液である。
　この日射遮蔽体形成用分散液を、適宜な方法で透明基材上に塗布あるいは基材に練り込
むことで、高い可視光透過率と、低い日射透過率を有しながら、ヘイズ値が低いという光
学特性を有する日射遮蔽体を形成することができる。
【００１５】
　第３の発明は、第２の発明に記載の日射遮蔽体形成用分散液であって、
　バインダーとして、無機バインダーおよび／または樹脂バインダーを含有することを特
徴とする日射遮蔽体形成用分散液である。
　無機バインダーおよび／または樹脂バインダーの添加により、本発明に係るＡＴＯ微粒
子の透明基材への密着性を向上させ、日射遮蔽体の硬度をさらに向上させることが出来る
。
【００１６】
　第４の発明は、第２または第３の発明に記載の日射遮蔽体形成用分散液を用いて形成さ
れたことを特徴とする日射遮蔽体である。
　この日射遮蔽体は、高い可視光透過率と、低い日射透過率を有しながら、ヘイズ値が低
いという優れた光学特性を有する。
【００１７】
　第５の発明は、第４の発明に記載の日射遮蔽体に、珪素の酸化物、ジルコニウムの酸化
物、チタンの酸化物、もしくはアルミニウムの酸化物の膜が成膜されていることを特徴と
する日射遮蔽体である。
　日射遮蔽体に、珪素の酸化物、ジルコニウムの酸化物、チタンの酸化物、もしくはアル
ミニウムの酸化物の膜を成膜することで、日射遮蔽体の透明基材への結着力を向上させ、
日射遮蔽体の硬度と耐候性とを向上させることができる。
【００１８】
　第６の発明は、第４または第５の発明に記載の日射遮蔽体であって、可視光透過率７０
％以上のときの波長域３００～２１００ｎｍにおける日射透過率が６０％未満で、かつヘ
イズ値が１％未満であることを特徴とする日射遮蔽体である。
　日射遮蔽体が、７０％以上の可視光透過率、波長域３００～２１００ｎｍにおける日射
透過率が６０％未満で、かつヘイズ値が１％未満であるとき、実用上十分な透明性と日射
遮蔽効果とを発揮する日射遮蔽体となる。
【００１９】
　第７の発明は、第４から第６の発明のいずれかに記載の日射遮蔽体が形成されているこ
とを特徴とする日射遮蔽用透明基材である。
　この日射遮蔽用透明基材は、実用上十分な透明性と日射遮蔽効果とを発揮するので、車
両、ビル、事務所、一般住宅などの窓等へ好個に適用することができる。
【００２０】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態について、詳細に説明する。
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まず、本発明者らは、ＡＴＯの微粒子が日射遮蔽効果を発揮する、結晶レベルでのメカニ
ズムについて考察し、さらにそのメカニズムを基に好ましい日射遮蔽効果を実現する具体
的方法について検討したので、その概要を説明する。
【００２１】
一般的な光と物質内の電子の相互作用において、ある物質には固有のプラズマ周波数があ
ってこの周波数より長波長の光は反射され、短波長の光は透過されることが知られている
。プラズマ周波数ωpは式（１）で表される。
ωp

2＝ｎｑ2／εｍ　　　　（１）
ここで、ｎは伝導電子密度、ｑは電子の電荷、εは誘電率、ｍは電子の有効質量である。
一般に、伝導電子密度が増加するとプラズマ周波数が大きくなるため、短波長側の光まで
反射されることになる。伝導電子密度は金属で１０22／ｃｍ3台、ＡＴＯで１０20／ｃｍ3

台であるため、金属では可視光領域からすでに反射率が高いが、ＡＴＯは、可視光線を透
過させるが近赤外線域から反射率が高くなるため、日射遮蔽体として用いることができる
。
【００２２】
ここで、本発明者らは、ＡＴＯ微粒子の結晶子径および比表面積を制御することで、式（
１）における伝導電子密度ｎおよび誘電率εを制御し、当該ＡＴＯの微粒子が有するプラ
ズマ周波数ωpを所望の範囲に設定することが可能となるのではないかと考えた。さらに
、日射遮蔽機能におよぼすＡＴＯ微粒子の比表面積の影響について検討してみるとＡＴＯ
微粒子の粒子径をｒ、比重をρとした時の、ＡＴＯの一定重量Ｍの総遮断面積Ａは式（２
）で表される。
Ａ＝πｒ2・Ｍ/ρ／（４πｒ3/３）　　　（２）
式（２）より、一般に粒子径が小さくなれば比表面積は増大することから、総遮断面積Ａ
は粒子径ｒが小さい程すなわち比表面積が大きい程、大きくなる。しかし粒子径ｒが小さ
くなり過ぎると粒子の電子密度の変化等により却って日射遮蔽機能が低下することから、
日射遮蔽機能に対して粒子径ｒすなわち比表面積の最適範囲があることが推察された。
一方、ＡＴＯ微粒子の結晶子径が日射遮蔽機能におよぼす影響については、本発明に係る
ＡＴＯ微粒子においては、比表面積が大きくなる程、結晶子径が小さくなっており、比表
面積と結晶子径との間には負の相関がある。そこで詳細は不明であるが、結晶子径も比表
面積と同様に日射遮蔽機能へ影響をおよぼし、日射遮蔽機能に対して結晶子径の最適範囲
があることが推察された。
【００２３】
以上のような考察と、検討結果に基づき、様々な結晶子径および比表面積を有するＡＴＯ
を製造し、その光学的特性について測定を行った。
その結果、ＡＴＯ微粒子の結晶子径が４～１２５ｎｍ、好ましくは５～８０ｎｍ、さらに
好ましくは６～６０ｎｍであり、かつＡＴＯ微粒子の比表面積が５～１１０ｍ2/ｇ、好ま
しくは１０～９０ｍ2/ｇ、さらに好ましくは２０～７０ｍ2/ｇの場合であることが判明し
た。そして、このＡＴＯ微粒子を溶媒中に分散したときの分散粒子径を１３０ｎｍ以下に
した分散液を用いて形成した日射遮蔽体が、望ましい光学的特性を発揮することが判明し
た。すなわち、ＡＴＯの微粒子がこの範囲の結晶子径、および比表面積を有し、溶媒中で
の分散粒子径が１３０ｎｍ以下のときこれらのＡＴＯを含有する分散液から形成された日
射遮蔽体は、可視光領域に高い透過率を持つとともに可視光領域に近い近赤外域において
強いプラズマ吸収を発現して低い日射透過率を示し、かつヘイズ値が極めて低くなるとい
う優れた効果を発揮しているものと考えられる。
さらに、優れた光学特性を具備する本発明に係る日射遮蔽体を得るには、上記の粉体特性
を備えたＡＴＯ微粒子を含む粉体が、国際照明委員会（ＣＩＥ）が推奨しているＬ*ａ*ｂ
*表色系において、Ｌ*が４５～６５、ａ*が－５～－１、ｂ*が－１１～－１となる条件を
満たしていることが望ましいことも判明した。
【００２４】
本発明に係るＡＴＯ試料の製造方法には各種の方法があり、錫化合物の水溶液へアンチモ
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ン化合物のアルコール溶液とアルカリ溶液とを並行滴下する方法、Ｓｎ（ＯＣ4Ｈ9）4と
Ｓｂ（ＯＣ4Ｈ9）3とを含むｎ－ブタノール溶液へ、これらの化合物の加水分解に必要な
理論水量の約１．１倍の水と硝酸、塩酸等の酸とを添加して、Ｓｎ（ＯＣ4Ｈ9）4とＳｂ
（ＯＣ4Ｈ9）3とを加水分解させた後、生成する沈殿物を乾燥・焼結する方法等がある。
ここでは、上述した錫化合物の水溶液へアンチモン化合物のアルコール溶液とアルカリ溶
液とを並行滴下する方法について製造フローを示した図２を参照しながら説明する。
【００２５】
塩化錫を純水に溶解し水溶液の温度を５０℃以下として錫化合物溶液１を準備し、塩化ア
ンチモンをアルコールに溶解しアンチモン化合物アルコール溶液２を準備し、さらに沈殿
剤として用いるアルカリ水溶液３を準備する。ここで、アルコールとしてはメタノール、
エタノールを始めとして多種のものが適用可能であり、アルカリ水溶液３として炭酸水素
アンモニウム、アンモニア水、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、等の水溶液が適用可
能だが特に炭酸水素アンモニウムやアンモニア水が好ましい。
【００２６】
各溶液の準備が完了したら、錫化合物溶液１中へ、アンチモン化合物アルコール溶液２と
アルカリ水溶液３とを並行滴下４する。このとき、アンチモン化合物アルコール溶液２の
滴下量は、元素換算で錫に対し、アンチモン含有量が１～２０重量％となるように滴下す
ることが好ましい。また、アルカリ水溶液３の滴下量は、前記塩化錫と前記塩化アンチモ
ンが水酸化物となるのに必要な化学当量以上あればよいが、より好ましくは当量～１．５
倍量の範囲である。
【００２７】
アンチモン化合物アルコ－ル溶液２とアルカリ溶液３との並行滴下時間は、生産性の観点
から６０分以内、好ましくは３０分以内とする。並行滴下終了後も系内の均一化を図るた
めに水溶液の攪拌を継続して行うが、そのときの水溶液の温度は並行滴下の際の温度と同
温とし、５０℃以下とすることが好ましい。攪拌の継続時間は特に限定されないが、生産
性の観点から３０分以下、好ましくは１５分以下である。
【００２８】
並行滴下４により共沈物生成５がなされるので、この共沈物を収集しデカンテ－ション６
を繰り返し行って十分洗浄し、特に残留塩素イオンが０．１５重量％以下となるように洗
浄した後、乾燥７する。ここで不純物としての残留塩素イオンが０．１５重量％以下であ
れば、次工程の焼成工程においてアンチモンの固溶が阻害されることがなく、所望の光学
的特性を得ることができるからである。尚、乾燥温度や時間は特に限定されるものでない
。
【００２９】
乾燥後の共沈物を大気雰囲気下にて、５００℃～１０００℃で３０分～５時間焼成８して
ＡＴＯ９を製造する。この焼成において、焼成温度、焼成時間を制御することでＡＴＯ微
粒子の結晶子径や比表面積を制御することができる。結晶子径は、焼成温度が高く、焼成
時間が長くなるに従って大きくなり、比表面積は、焼成温度が高くなるに従って小さくな
るが、焼成温度５００～１１００℃未満、焼成時間３０分～５時間で好ましい結晶子径お
よび比表面積を有するＡＴＯ微粒子を得ることができる。そしてこのＡＴＯ微粒子を、適
宜な方法で日射遮蔽体上に形成あるいは日射遮蔽体に練り込んで板状、シート状、フィル
ム状などに成形することで、高い可視光透過率と、低い日射透過率を有しながら、ヘイズ
値が低いという光学特性を有する日射遮蔽体を形成することができる。
【００３０】
本発明に係る日射遮蔽体形成用分散液は、前記のＡＴＯ微粒子を溶媒中に分散したもので
ある。このときの分散粒子径は１３０ｎｍ以下であることが望ましい。１３０ｎｍを超え
て粒子径が大きくなると所望の光学特性が得られない。特に、凝集した粗大化粒子が多く
なると光散乱源となって曇り（ヘイズ）が増大し、可視光透過率が減少する原因となるこ
とがあるので好ましくない。ここで、分散粒子径とは、溶媒中のＡＴＯ微粒子の凝集粒子
径を意味するものであり、市販されている種々の粒度分布計で測定することができる。例
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えば、ＡＴＯ微粒子が溶媒中に分散された分散液からサンプリングを行い、動的光散乱法
を原理とした大塚電子（株）社製、ＥＳＬ－８００を用いて測定することができる。
【００３１】
溶媒は特に限定されるものではなく、塗布や練り混み条件、塗布や練り混み環境に合わせ
て適宜選択すればよい。さらに、この日射遮蔽体形成用分散液へ後述する無機バインダー
および／または樹脂バインダーを含有させたときは、バインダーに合わせて適宜選択すれ
ばよい。例えば、水やエタノール、プロパノール、ブタノール、イソプロピルアルコール
、イソブチルアルコール、ジアセトンアルコールなどのアルコール類、メチルエーテル,
エチルエーテル,プロピルエーテルなどのエーテル類、エステル類、アセトン、メチルエ
チルケトン、ジエチルケトン、シクロヘキサノン、イソブチルケトンなどのケトン類とい
った各種の有機溶媒が使用可能であり、また必要に応じて酸やアルカリを添加してｐＨ調
整してもよい。さらに、分散液中のＡＴＯ微粒子の分散安定性を一層向上させ、凝集粗大
化を回避するためには、各種の界面活性剤、カップリング剤などの添加も好ましい構成で
ある。この日射遮蔽体形成用分散液を、適宜な方法で透明基材上に塗布あるいは基材に練
り込むことで、高い可視光透過率と、低い日射透過率を有しながら、ヘイズ値が低いとい
う光学特性を有する日射遮蔽体膜を形成することができる。
【００３２】
日射遮蔽体形成用分散液へ含有させる無機バインダーや樹脂バインダーの種類は特に限定
されるものではないが、無機バインダーとしては珪素、ジルコニウム、チタン、もしくは
アルミニウムの金属アルコキシドやこれらの部分加水分解縮重合物あるいはオルガノシラ
ザンが、樹脂バインダーとしてはアクリル樹脂などの熱可塑性樹脂、エポキシ樹脂などの
熱硬化性樹脂などが適用できる。
【００３３】
ＡＴＯ微粒子やバインダーの分散方法は、これらを分散液中において、凝集させることな
く均一に分散できる方法であれば特に限定されず、例えばビーズミル、ボールミル、サン
ドミル、ペイントシェーカー、超音波ホモジナイザーなどの装置を使った方法が好ましく
適用できる。
【００３４】
調製された分散液を用いて透明基材上に被膜を形成したときの日射遮蔽体の導電性はＡＴ
Ｏ微粒子の接触個所を経由した導電パスに沿って行われるため、例えば界面活性剤やカッ
プリング剤の量を加減することで導電パスを部分的に切断することができ、日射遮蔽体の
表面抵抗値を１０6Ω/□以上に制御することが可能となる。表面抵抗値を概ね１０6Ω/□
以上に制御することで、日射遮蔽体の電波に対する反射を抑制することができ、例えば、
この日射遮蔽体が形成された透明基材を設置した建物の内外において、携帯電話やＴＶ、
ラジオ等の電波を反射して受信不能にさせたり、電波障害を引き起こすなどの問題を回避
することができる。
【００３５】
また、導電性を制御する他の方法として、日射遮蔽体形成用の分散液中へ無機バインダー
または樹脂バインダーを加え、この含有量を加減する方法を採ることも可能である。この
無機バインダーまたは樹脂バインダーを加える方法は、分散液の硬化後に、基板上で高密
度に堆積して形成されているＡＴＯ微粒子の基材への密着性を向上させ、さらに膜の硬度
を向上させる効果もあり好ましい。他方、分散液中に樹脂バインダーまたは無機バインダ
ーを加えない場合に得られる膜は、基材上に上記ＡＴＯ微粒子のみが堆積した膜構造にな
る。このＡＴＯ微粒子のみが堆積した膜は、勿論このままでも日射遮蔽効果を示す。そし
てバインダーが加えられた場合も加えられない場合も、この日射遮蔽体は、高い可視光透
過率と、低い日射透過率を有しながら、ヘイズ値が低いという優れた光学特性を有する。
【００３６】
さらに、このようにして得られた日射遮蔽体へ、さらに珪素、ジルコニウム、チタン、も
しくはアルミニウムの金属アルコキシド、これらの部分加水分解縮重合物からなる被膜を
第２層として被着し、珪素、ジルコニウム、チタン、もしくはアルミニウムの酸化物膜を
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成膜することで、ＡＴＯ微粒子を主成分とする日射遮蔽体の基材への結着力や膜の硬度、
耐候性を一層向上させることができる。
【００３７】
特に、上述したＡＴＯ微粒子のみが堆積した日射遮蔽体へ、さらに珪素、ジルコニウム、
チタン、もしくはアルミニウムの金属アルコキシドやこれらの部分加水分解縮重合物など
の無機バインダーおよび／または樹脂バインダーを含む塗布液を塗布して被膜を成膜して
多層膜とすることは好ましい。このような膜構成にすることにより、前記分散液成分が第
１層のＡＴＯ微粒子の堆積した間隙を埋めて形成されるため、日射遮蔽体のヘイズ値がさ
らに低減して可視光透過率が向上し、また粒子の基材への結着性が向上するからである。
【００３８】
ＡＴＯ微粒子単体あるいはＡＴＯ微粒子を主成分とする膜上に、珪素、ジルコニウム、チ
タン、もしくはアルミニウムの金属アルコキシドやこれらの部分加水分解縮重合物からな
る被膜で結着する方法としては、形成工程の容易さやコストの観点から塗布法が有効であ
る。塗布法に用いる塗布液は、水やアルコール中に珪素、ジルコニウム、チタン、アルミ
ニウムの金属アルコキシドやこれらの部分加水分解縮重合物を１種もしくは２種以上含む
ものであり、その含有量は加熱後に得られる酸化物換算で全溶液中の４０重量％以下であ
ることが好ましい。また、必要に応じて酸やアルカリを添加してｐＨ調整することも可能
である。このような分散液を、ＡＴＯ微粒子を主成分とする日射遮蔽体へ第２層として塗
布し、さらに加熱することで、珪素、ジルコニウム、チタン、アルミニウムなどの酸化物
被膜を容易に作製することが可能である。さらに加えて、本発明の前記分散液に使用する
バインダー成分として、あるいはオーバーコート用の塗布液として、オルガノシラザン溶
液を用いてもよい。
【００３９】
本発明に係る日射遮蔽体形成用分散液およびオーバーコート用塗布液の基板への塗布方法
は、特に限定されない。例えば、スピンコート法、バーコート法、スプレーコート法、デ
ィップコート法、スクリーン印刷法、ロールコート法、流し塗りなど、前記分散液を平坦
かつ薄く均一に塗布できる方法であればいずれの方法でもよい。また、基材として、例え
ば樹脂に練り込むときは、ＡＴＯ微粒子が樹脂中に均一に分散する方法であれば公知の方
法を適宜選択すればよい。さらに、樹脂の融点付近の温度で溶融混合した後ペレット化し
、公知の各方式で種々の形状に成形することが可能である。樹脂としては、例えばＰＥＴ
樹脂、アクリル樹脂、ポリアミド樹脂、塩化ビニル樹脂、ポリカーボネート樹脂、オレフ
ィン樹脂、エポキシ樹脂、ポリイミド樹脂、フッ素樹脂などが挙げられる。
【００４０】
日射遮蔽体形成用分散液またはオーバーコート用塗布液が無機バインダーとして、珪素、
ジルコニウム、チタン、もしくはアルミニウムの金属アルコキシドおよびその加水分解重
合物を含有している場合、分散液を塗布した後の基材加熱温度は、１００℃以上が好まし
く、さらに好ましくは分散液中の溶媒の沸点以上である。何となれば、１００℃以上の加
熱により、塗膜中に含まれるアルコキシドまたはその加水分解重合物の重合反応を十分に
完結させることができ、さらに分散液に含有される水や有機溶媒が日射遮蔽体中に残留し
て、これが加熱後における日射遮蔽体の可視光透過率低下の原因となるのを回避できるか
らである。
【００４１】
日射遮蔽体形成用分散液またはオーバーコート用塗布液が樹脂バインダーを含有している
場合は、それぞれの硬化方法に従って硬化させればよい。例えば、紫外線硬化樹脂であれ
ば紫外線を適宜照射すればよく、また常温硬化樹脂であれば塗布後そのまま放置しておけ
ばよい。このため、既存の窓ガラスなどへの現場での塗布が可能である。
【００４２】
本発明に係る日射遮蔽体ではＡＴＯ微粒子が分散しているため、物理成膜法により製造さ
れた酸化物薄膜のような結晶が緻密に膜内を埋めた鏡面状表面をもつ膜に比べると、可視
光領域での反射が少なくギラギラした外観を呈することが回避できる。その一方で、日射
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遮蔽体中のＡＴＯは、上述したように可視から近赤外域にプラズマ周波数をもつため、こ
れに伴うプラズマ反射が近赤外域で大きくなる。
【００４３】
さらに、本発明に係る日射遮蔽体の可視光領域における反射をさらに抑制したい場合には
、本発明に係る日射遮蔽体を構成するＡＴＯ微粒子が分散された膜の上、あるいはＡＴＯ
微粒子表面上に、ＳｉＯ2やＭｇＦ2のような低屈折率の膜を成膜することで、容易に視感
反射率１％以下の多層膜を得ることができる。
【００４４】
さらに加えて、本発明に係る日射遮蔽体へ紫外線遮蔽機能を付与させる場合には、分散液
へ無機系の酸化チタンや酸化亜鉛、酸化セリウムなどの微粒子や、有機系のベンゾフェノ
ンやベンゾトリアゾールなどの１種もしくは２種以上を添加してもよい。
【００４５】
本発明に係る日射遮蔽体形成用の分散液は焼成時の熱による塗布成分の分解あるいは化学
反応を利用して目的の日射遮蔽体を形成するものではないため、特性の安定した均一な膜
厚の日射遮蔽体を形成することができる。
【００４６】
以上詳述したように、本発明に係るＡＴＯ微粒子を用いることによって、好ましい光学特
性を有する日射遮蔽体の製造が可能となったが、このＡＴＯ微粒子は無機材料であるため
有機材料と比べて耐候性が非常に高く、例えば太陽光線（紫外線）の当たる部位に使用し
ても、色や諸機能の劣化はほとんど生じない。
上記のように形成された本発明に係る日射遮蔽体は、可視光透過率７０％以上としたとき
、波長域３００～２１００ｎｍの赤外光に対する日射透過率が６０％未満で、ヘイズ値も
１％未満であるという光学特性を発揮する日射遮蔽体を実現した。この光学的特性を発揮
する日射遮蔽体は、実用上十分な透明性と日射遮蔽効果とを発揮し、この日射遮蔽体が形
成された日射遮蔽用透明基材は、実用上十分な透明性と日射遮蔽効果とを発揮するので、
車両、ビル、事務所、一般住宅などの窓等へ好個に適用することができる。
【００４７】
（実施例）
１）ＡＴＯ（試料ａ～ｏ）の調製
まず、塩化錫濃度０．０３０ｇ／ｍｌで液温を２５℃とした塩化錫水溶液と、塩化アンチ
モン濃度０．０３４ｇ／ｍｌとした塩化アンチモンのメタノール溶液と、炭酸水素アンモ
ニウム濃度０．１７６ｇ／ｍｌとした炭酸水素アンモニウムの水溶液とを準備した。次に
、前記塩化錫水溶液１５００ｍｌ中へ前記塩化アンチモンメタノール溶液１５０ｍｌと、
前記炭酸水素アンモニウムの水溶液３３４ｍｌとを並行滴下する。滴下時間は３０分とし
、滴下終了後も液温を２５℃としたままさらに１０分間攪拌を継続した。得られた沈殿物
はデカンテーションを繰り返し行うことによって十分洗浄した後乾燥し、大気雰囲気下に
て焼成して図１に示すＡＴＯ試料ａ～ｏを調製した。
焼成条件は、試料ａが５００℃で１時間、試料ｂが５００℃で２時間、試料ｃが６００℃
で１時間、試料ｄが７００℃で１時間、試料ｅが８００℃で１時間、試料ｆが９００℃で
１時間、試料ｇが１０００℃で３０分、試料ｈが４００℃で１時間、試料ｉが１１００℃
で１時間、試料ｊが４００℃で２時間、試料ｋが５００℃で３０分間、試料ｌが５００℃
で２時間、試料ｍが７００℃で１時間、試料ｎが７００℃で１時間、試料ｏが７００℃で
１時間、である。尚、試料中のアンチモンの含有量は、試料ａ～ｋ全てが１０重量％であ
り、試料ｌが８重量％であり、試料ｍが５．７重量％であり、試料ｎが７．５重量％であ
り、試料ｏが８．７重量％であり、得られたＡＴＯ試料は殆ど暗青色を呈していた。
【００４８】
２）物理特性の測定
調製されたＡＴＯ試料ａ～ｏの物理特性の測定について、結晶子径はＳｎＯ2（１０１）
のピークを用いたＳｃｈｅｒｒｅｒ法によって測定し、比表面積はカルロエルバ社製の装
置を用いて窒素吸着法により測定し、粉体色（照準光源Ｄ６５、１０°視野）は、日立製
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作所（株）製の分光光度計Ｕ－４０００を用いて測定した。この測定結果を図１に示す。
【００４９】
３）日射遮蔽体形成用分散液の調製
調製されたＡＴＯ試料ａ～ｏの各試料を２０重量％、トルエン７０重量％、分散剤１０重
量％、さらに充填率６３%相当の０．３ｍｍジルコニアビーズを入れた容器を、ペイント
シェイカーにて１２時間分散処理を行った。次に該分散液７７．７重量％、バインダーと
してアクリル系ＵＶ硬化樹脂（固形分７０％）２２．３重量％を添加して、日射遮蔽体形
成用分散液を得た。
【００５０】
４）日射遮蔽体の形成
前記日射遮蔽体形成用分散液を、バーコーター法によって分散液を５０μｍ厚のＰＥＴフ
ィルムに塗布した。塗布の際には番手６０、２４、６の３種のバーを使用し、３種類の膜
厚で塗布した。塗布した膜を８０℃で３０秒間乾燥した後、紫外光を照射して日射遮蔽体
試料Ａ～Ｏを得た。
【００５１】
５）光学特性の測定
得られた日射遮蔽体試料Ａ～Ｏの光学特性は、日立製作所（株）製の分光光度計Ｕ－４０
００を用いて測定した。また、ヘイズ値は村上色彩技術研究所（株）製ＨＲ－２００を用
いて測定した。
膜評価においては、膜厚の異なる３種の日射遮蔽体Ａ～Ｏの光学特性を測定して３点プロ
ットとし、この３点プロットより可視光透過率を７５％に規格化したときの日射透過率お
よびヘイズ値を算出して求めた。
得られた日射遮蔽体試料Ａ～Ｏの光学特性の測定結果を図１に示す。
図１に示すように、日射透過率が６０％未満で、かつヘイズ値が１％未満の優れた光学特
性を示した日射遮蔽体は、試料Ａ～ＧおよびＫ～Ｏであった。中でも試料Ｃ～ＥおよびＬ
、Ｍは日射透過率が５６．５％未満で、かつヘイズ値が０．８％以下というさらに優れた
光学特性を示した。
【００５２】
以上の結果より、ＡＴＯ微粒子の結晶子径が４～１２５ｎｍ、好ましくは５～８０ｎｍ、
さらに好ましくは６～６０ｎｍであり、かつ比表面積が５～１１０ｍ2/ｇ、好ましくは１
０～９０ｍ2/ｇ、さらに好ましくは２０～７０ｍ2/ｇである場合、形成された日射遮蔽体
は望ましい光学的特性を発揮することが判明した。
【００５３】
【発明の効果】
以上詳述したように、本発明に係る日射遮蔽用アンチモン錫酸化物微粒子であって、前記
微粒子を構成する結晶子の径が４～１２５ｎｍであり、かつ前記微粒子の比表面積が５～
１１０ｍ2/ｇであるものを、適宜な方法で透明基材上あるいは基材中に形成させることで
、高い可視光透過率と、低い日射透過率を有しながら、ヘイズ値が低いという光学特性を
有する日射遮蔽体を形成することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】ＡＴＯ試料の結晶子径、比表面積、分散粒子径、粉体色および日射遮蔽体試料の
光学的特性についての一覧表である。
【図２】ＡＴＯ試料の製造フローの一例である。
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